
1

2

3

1

2

施策の
柱CD

0000

0000

0000

計画名称

地域福祉計画

地域福祉計画

達成率 ％ －　 －　 －　 －　 －　

備

考

※対象者によって変動するため、目標値は設定しない。

目標
－

実績

達成率 ％ #VALUE! －　 －　 －　

実績 110

－　

成
果
指
標

相談支援者数

目標
人

※ ※

達成率 ％ －　 －　 －　 －　

－　

－

実績

－　 －　

－

目標
－

－
達成率 ％ －　 －　 －　

達成率 ％ #VALUE! －　 －　 －　

目標
－

実績

実績 550

活
動
指
標

延べ相談件数

目標
件

※ ※

一 般 財 源 円 6,721,128 5,284,000

財

源

内

訳

－　

その他特定財源 円

地 方 債 円

国 庫 支 出 金 円 2,040,000 3,061,000

実

施

状

況

（

Ｄ

Ｏ

）
項 目 単位 2018年度（H30） 2019年度 2020年度 2021年度 2022年度

事 業 費 等 (a) 円 9,781,128 9,876,000

県 支 出 金 円 1,020,000 1,531,000

成

果

指

標

成果・効果は何？ 指 標 名 称 単 位

変更

履歴

最終目標値

茅野市民に対する相談支援 相談支援者数 人 ※

算出方法・計算式・目標値設定の考え方など

実相談者数（茅野市）

諏訪市（「オアシス」に直接運営費を交付している）に対して負担金を支払う。

意 図
（どんな状態にしたいか）

障害者や家族の地域における生活を支援し、障害者の自立と社会参加の促進を図る。

手 段 ・ 方 法

（ ど う や っ て）

諏訪地域の障害者の自立と社会参加のための相談や情報提供を総合的に行う「諏訪地域障害者自立支援センターオア
シス」の運営費及び地域拠点事業に伴う空床確保に対する経費について、諏訪地域６市町村の申し合わせにより、諏
訪市に対して相談業務等については均等割20％利用者割40％人口割40％、地域生活支援拠点等事業については均等割
20％人口割80％で算出した負担金を支払う。

評

価

指

標

の

作

成

活

動

指

標

行 政 が 活 動 す る こ と で 作 り 出 す も の 指 標 名 称 単 位 算出方法・計算式・目標値設定の考え方など 最終目標値

オアシスにおける茅野市障害者の相談
支援

変更

履歴

延べ相談件数 件 年間延べ相談件数（茅野市） ※

担 当 部 署 健康福祉部 地域福祉課 障害福祉係 連絡先 316

計

画

（

Ｐ

L

Ａ

Ｎ

）

政

策

番

号

01

基

本

計

画

体

系

項目 計画CD

複数の柱にまたがる事業

実行計画 04 複数の柱にまたがる事業障害者保健福祉計画

施策の柱の名称
実行計画

の施策の

柱におけ

る指標と

の関連度

中
基本計画①

事 務 事 業 の 概要
（ 簡 潔 に わ か り や す く ）

諏訪地域の障害者の自立と社会参加の促進を図ることを目的とし設置された、諏訪地域障害者自立支援センター「オ
アシス」の運営費を諏訪地域６市町村で負担する。また、諏訪圏域地域生活支援拠点等事業に伴う空床確保に対する
予算措置として諏訪地域６市町村で負担する。

第５次茅野市総合計画・前期事務事業評価シート（主要事務事業用） 04010210

事務事業名 障害者相談支援事業 事業期間 年度 係内番号

【一般会計】 整理番号

～ 10

01 複数の柱にまたがる事業

基本計画② 01

項 01 目 03予 算 事 業 名 会計コード 01 款 03

現 状 と 背 景

（ ど う し て ）

在宅の障害者等に対し、福祉サービスの利用援助、社会資源の活用や社会生活力を高めるための支援、ピア・カウン
セリング、介護相談及び情報提供等を総合的に行う。また、諏訪圏域地域生活支援拠点等事業により、地域のための
拠点の整備や、地域の事業者が機能を分担して面的な支援を行う体制等の整備を推進する。

事業 02障害者相談支援事業費

目

的

対

象

受 益 者
（ 誰 の た め に ）

障害者や家族。

対 象
（ 直 接 働 き か け

る ）



担 当 部 署 健康福祉部 地域福祉課 障害福祉係 連絡先 316

事務事業名 障害者相談支援事業 事業期間 年度 係内番号～ 10

最終評価責任者 井出　弘

最終評価年月日 2019年5月17日

作成担当者 清水利恵

改

革

・

改

善

の

方

向

性

（

Ａ

Ｃ

Ｔ

）

成

果

や

コ

ス

ト

の

方

向

性

の

内

容

及

び

改

革

・

改

善

策

諏訪地域障害者自立支援
センターで実施している各
事業の評価を適正に実施
していく。また、保健福祉
サービスセンターとの役割
分担や整合性を図りなが
ら、諏訪圏域全体の障害
福祉関連の調整機能が有
機的に展開されるよう支援
をしていく。

現状維持

現状維持
翌々
年度
方向
性

成

果

コスト

課
　
題

障害者の支援ニーズは高
まっており、諏訪地域障害
者自立支援センターには
相談支援のみならず、諏訪
圏域全体の課題解決等の
調整機関としての役割が
求められている。

　

事

　

後

　

評

 
価

（

Ｃ

Ｈ

Ｅ

Ｃ

K

）

項目 2018年度（H30) 2019年度 2020年度 2021年度

総

合

評

価

成
　
果

オアシスの支援を受けたこ
とにより利用者が自立した
生活を送れた。また、平成
３０年度から地域生活支援
拠点等事業が開始となり、
今年度は茅野市の利用者
はいなかったが６市町村内
の緊急時ケースの対応を
行い、地域生活継続のた
めの支援が行えた。

コスト

2022年度
成

果

指

標

分

析

（

変

動

要

因

）

年度により利用者の人数
に変動がある。

事

中

評

価 課長評価日

2022年度

当年度開
始後、約
５ヶ月が経
過し、新た
に生じた問
題点や環
境の変化

成

果
翌年
度
方向
性

項目 2018年度（H30) 2019年度 2020年度 2021年度

新年度の

実施計

画・予算

要求事項

（改革・

改善策）



1

2

3

1

2

施策の
柱CD

0000

0000

0000

計画名称

地域福祉計画

地域福祉計画

達成率 ％ 100.00 －　 －　 －　 －　

備

考

※対象者によって変動するため、目標は設定しない。

目標
％

100 100

実績

達成率 ％ 100.00 －　 －　 －　

100

実績 400

－　

成
果
指
標

参加者数

目標
人

400 400

達成率 ％ #VALUE! －　 －　 －　

－　

対象者説明率

実績 189

－　 －　

サービス利用者数・会
員数・参加者数

目標
人

※ ※

しおり配付率
達成率 ％ 100.00 －　 －　

達成率 ％ 100.00 －　 －　 －　

100

目標
％

100 100

実績

実績 16

活
動
指
標

実行委員会参加団体数

目標
団体

16 16 

一 般 財 源 円 1,778,710 1,717,000

財

源

内

訳

－　

その他特定財源 円

地 方 債 円

国 庫 支 出 金 円 215,630 328,000

実

施

状

況

（

Ｄ

Ｏ

）
項 目 単位 2018年度（H30） 2019年度 2020年度 2021年度 2022年度

事 業 費 等 (a) 円 2,102,000 2,208,000

県 支 出 金 円 107,660 163,000

成

果

指

標

成果・効果は何？ 指 標 名 称 単 位

障害福祉のしおりで説明することに
よって制度理解を促進する

対象者説明率 ％ 100

変更

履歴

窓口対応時説明者数/しおり配付者数

手帳所持者に対して制度等の説明をす
る

しおり配付率 ％ しおり配付者数/手帳交付者数 100

最終目標値

ふれあいのつどいを開催し、共に生き
る福祉のまちづくりを推進する

参加者数 人 400

算出方法・計算式・目標値設定の考え方など

ふれあいのつどいに参加した人数

①市内の障害児者及び市民②同上③茅野市社会福祉協議会④茅野市手をつなぐ育成会・茅野市手話サークル・茅野市
星の会・R for I⑤市内の重度の在宅障害者とその家族⑥同上⑦同上

意 図
（どんな状態にしたいか）

①障害に対する理解を深め、障害者の社会参加・共に生きる福祉のまちづくりを推進　②手帳所持者が制度等を理解
し利用促進に繋げる　③対象者の社会的孤立を解消する　④団体の活動内容の充実と安定を図る　⑤重度在宅障害者
とその家族が、家族同士・当事者同士と交流する機会を得られる　⑥介護負担を軽減する　⑦障害者の自立更生を図
る。また、就職により自立・社会復帰の促進を図る。

手 段 ・ 方 法

（ ど う や っ て）

①ふれあいのつどい実行委員会を設置し、当事者主体の団体として活動を支援する　②障害者手帳交付時等にしおり
を用いて主な障害福祉制度や手続きについて交付窓口で説明する　③茅野市社会福祉協議会に委託し、昼食を365日
利用者の居宅に配達するとともに当該利用者の安否確認をし、異常を認めたときは関係機関への連絡等を行う　④団
体へ補助金を交付する　⑤茅野市社会福祉協議会が実施する「希望の旅」事業について内容を把握し、事業費の一部
を負担する　⑥申請者に対しマッサージ券等を交付する。⑦障害者本人が申請し、交付決定後に支給する

評

価

指

標

の

作

成

活

動

指

標

行 政 が 活 動 す る こ と で 作 り 出 す も の 指 標 名 称 単 位 算出方法・計算式・目標値設定の考え方など 最終目標値

ふれあいのつどい実行委員会の活動を
支援する

対象者の活動の確保・利用者の見守り
サービス利用者数・会

員数・参加者数
人

配食サービス利用者数・団体会員数・希望
の旅参加者数を総和しニーズを把握する。

※

変更

履歴

実行委員会参加団体数 団体
ふれあいのつどい実行委員会の参加団体の
数

16

担 当 部 署 健康福祉部 地域福祉課 障害福祉係 連絡先 316

計

画

（

Ｐ

L

Ａ

Ｎ

）

政

策

番

号

01

基

本

計

画

体

系

項目 計画CD

複数の柱にまたがる事業

実行計画 04 複数の柱にまたがる事業障害者保健福祉計画

施策の柱の名称
実行計画

の施策の

柱におけ

る指標と

の関連度

中
基本計画①

事 務 事 業 の 概要
（ 簡 潔 に わ か り や す く ）

①ふれあいのつどい実行委員会への実施費用一部助成　②「障害福祉のしおり」の作成　③配食サービス事業の茅野
市社会福祉協議会への委託　④障害者福祉に寄与する団体への補助金交付　⑤重度在宅障害者とその家族が対象の
「希望の旅」事業（茅野市社会福祉協議会）への一部負担　⑥家庭介護者に対するマッサージ券等の給付　⑦法に基
づく就労移行支援事業及び自立訓練事業の利用者への更生訓練費の支給。また、就職等により自立する者に対する就
職支度金の支給

第５次茅野市総合計画・前期事務事業評価シート（主要事務事業用） 04010218

事務事業名 地域生活支援事業諸費 事業期間 年度 係内番号

【一般会計】 整理番号

～ 18

01 複数の柱にまたがる事業

基本計画② 01

項 01 目 03予 算 事 業 名 会計コード 01 款 03

現 状 と 背 景

（ ど う し て ）

①障害者と健常者の交流の場を設け、相互理解を深め、共に生きる福祉のまちづくりを推進するため　②手帳所持者
に対し、多岐にわたるサービスや相談窓口等をわかりやすく周知を図る必要があるため　③一人暮らしの障害者が社
会的に孤立する傾向にあるため配食により安否を確認する　④障害者福祉に寄与する団体の活動を支援し、市の福祉
向上を図る　⑤重度の在宅障害者は、身体状況等から交流の機会を得難いため　⑥家庭介護者の介護による心身負担
を軽減するため　⑦施設での訓練内容の充実により障害者の自立更生を図る。就職支度金の支給により社会復帰の促
進が図られるため

事業 09地域生活支援事業諸費

目

的

対

象

受 益 者
（ 誰 の た め に ）

①ふれあいのつどい実行委員会②手帳の交付を受けた者③一人暮らし障害者等④障害者福祉に寄与する団体⑤市内の
重度の在宅障害者⑥家庭介護者⑦施設に入所・通所している障害者

対 象
（ 直 接 働 き か け

る ）



担 当 部 署 健康福祉部 地域福祉課 障害福祉係 連絡先 316

事務事業名 地域生活支援事業諸費 事業期間 年度 係内番号～ 18

最終評価責任者 井出　弘

最終評価年月日 2019年5月17日

作成担当者 柏木さおり、清水　利恵

改

革

・

改

善

の

方

向

性

（

Ａ

Ｃ

Ｔ

）

成

果

や

コ

ス

ト

の

方

向

性

の

内

容

及

び

改

革

・

改

善

策

つどいについては、平成27
年度より各プログラムにお
いて参加者同士が自然に
心身のふれあいが出来る
ように実行委員会で工夫を
重ねて改善してきており、
実行委員会・参加者から高
い評価を得ることが出来て
いる。
しおりについては、障害当
事者や家族への制度周知
はもちろん、支援者や事業
者・庁内関係窓口の職員
等幅広く利用されており、
今後も継続してゆく必要が
ある。

現状維持

現状維持
翌々
年度
方向
性

成

果

コスト

課
　
題

障害に対する理解を深め、
障害者の社会参加を促進
し、共に生きる福祉のまち
づくりを推進するというつど
いの目的が各プログラムに
おいて具現化出来るよう
に、各プログラム内容や進
行等の検討を重ねる必要
がある。しおりについて
は、内容の精査や見直し
について関連部門との連
携や確認が不可欠であ
る。

　

事

　

後

　

評

 
価

（

Ｃ

Ｈ

Ｅ

Ｃ

K

）

項目 2018年度（H30) 2019年度 2020年度 2021年度

総

合

評

価

成
　
果

各事業により、市民に対し
障害に対する理解を深め
てもらい、障害者の社会参
加、家族同士・障害者同士
の交流の機会、一人暮らし
等障害者の配食・安否確
認等実施できた。

コスト

2022年度
成

果

指

標

分

析

（

変

動

要

因

）

申請により決定するためど
のくらいの申請があるか予
測はつかみにくいが、利用
者に必要なサービスを提
供することができた。

事

中

評

価 課長評価日

2022年度

当年度開
始後、約
５ヶ月が経
過し、新た
に生じた問
題点や環
境の変化

成

果
翌年
度
方向
性

項目 2018年度（H30) 2019年度 2020年度 2021年度

新年度の

実施計

画・予算

要求事項

（改革・

改善策）


